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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条第２項の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面
には記載しておりません。

2026年６月２日

株主各位

第14３回定時株主総会資料

会社の体制および方針
連結株主資本等変動計算書
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会社の体制および方針

会社の体制および方針
１. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務

の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　当社は、「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、そ
の他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」（以下、「内部統制システ
ム」と総称する。）の構築に関して、取締役会において決議しております。
　今後も、内部統制システムについての不断の見直しを行うことによって、改善を図ってまい
ります。

(１) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①　役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、企業倫理を重んじ、かつ社会的責任を果

たすため、コンプライアンス・ポリシー（企業理念・経営方針・行動指針）を役職員に周知
徹底させる。

②　取締役社長を委員長とする「コンプライアンス管理委員会」を設置し、定期的にコンプラ
イアンス・プログラムを策定し、これを実施する。

③　役職員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うことな
どにより役職員のコンプライアンスに関する知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識
を醸成する。

(２) 会社の機関の内容および内部統制システム
①　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、法令ならびに「文書取扱及び保存規程」等の社内規程に基づき、文書等の保存管
理を行う。
　情報の管理については、上記のほか「情報セキュリティ規程」および「情報セキュリティ
規程関連基準」に従い、「個人情報保護に関する基本方針」を定めて対応する。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、リスクマネジメントを保持するため、さらに金融商品取引法に基づく内部統制監
査に対処するために、取締役社長が直轄する「内部監査室」を設置し、当社および関連会社
の内部統制システムが法令およびその基本方針に基づいて有効に機能していることを把握し
検証する監査体制を構築する。
　リスクマネジメント体制を整備・強化し、リスクマネジメントを総合的に行うため、常設
機関として取締役社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置する。
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　また、取締役社長が主催する「内部統制委員会」を設け、当社および関連会社のすべての
企業活動における内部統制システムの有効性評価、運用管理、啓発、教育、指導、継続的な
改善提言等によって同システムの維持・向上を図る体制を構築する。
　その他リスクマネジメント体制として、安全面・衛生面・品質面は「中央安全衛生委員会
規程」、「品質管理委員会規程」、ＩＳＯ管理指針を遵守して取り組むものとする。
　中央公害対策委員会を設置して公害防止に係わる企画、設備、運営面に亘る事項を審議し
対応する。
　危機が発生した場合は、「危機管理規程」に基づいて取締役社長を本部長とする「対策本
部」を設置し、統括して危機管理に当たる。

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、毎月１回の定例取締役会と随時行う臨時取締役会を取締役会長を議長として、監
査役も出席のうえ開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督を行う。
　取締役社長が主催する経営会議を毎週開催し、必要に応じて関係部署長・関係会社役員の
出席を求める。
　業務執行に迅速な対応を行うことを目的に執行役員制を採用し、取締役の職務と業務執行
に関する職務権限とを明確に区分する。
　また、事業部制、支社制度を採用し、業績への責任を明確にするとともに、資本効率の向
上を図る。

④　使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンスの推進について、取締役社長を委員長とする「コンプライアン
ス管理委員会」を設置し、「コンプライアンス規程」および「企業倫理規程」に従い役員お
よび使用人がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ、業務運営に当
るよう研修等を通じて指導する。また、「公益通報者保護規程」に従い役員および社員等が
社内においてコンプライアンスに違反する事実が発生し、または発生しようとするときに、
相談・通報しやすい体制を設け、通報者に対しては不利益な扱いを行わない。

⑤　当社および当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
　当社は、「コンプライアンス管理委員会」がグループ全体のコンプライアンスを統括・推
進する体制とするとともに、公益に関する相談・通報体制の範囲をグループ全体とする。
　関連会社の経営については、事業内容や経営状況等について報告を行い、併せて業務の効
率性、リスクマネジメントについて報告、把握、意見交換を行う。また、連結グループの内
部監査を行うとともに、常勤監査役により関係会社の業務の適正性を確認する。グループ内
取引については、「コンプライアンス規程」により審査し取引の公正を保持する。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけるその使用人に関す
る事項
　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人として監査役室を置き、必要に応じて必要な人
員を配置する。また、その人事については、取締役と監査役が意見交換を行い決定する。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人として監査役室を置き、２名を配置して監査役の職務執
行に必要なサポートを随時行う。
　サポートにあたっては組織上の上長等の指揮命令を受けない。
　その任命・異動・評価については、監査役会の事前の同意を必要とする。

⑧　当社および当社グループ取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監
査役への報告に関する体制
　取締役および使用人ならびに関連会社の取締役および使用人は、会社に著しい損害を与え
る事実が発生し、あるいはその恐れがある事実があることを発見したときは、法令に従い直
ちに監査役に報告する。なお、この場合、関連会社の取締役および使用人は、当社経営企画
部にも併せて報告を行うものとする。
　また、「公益通報者保護規程」において、従業員が監査役への報告または当社総務人事部
ないし外部通報窓口への通報により、人事上そのほか一切の点で、会社から不利益な取扱い
を受けないことを明記する。
　監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため取締
役・部署長等との定期的会議を主催し、取締役会などの重要な会議に出席するとともに、稟
議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその
説明を求める。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　取締役および使用人は、監査役監査に対する理解を深め監査役監査の環境を整備するよう
努める。
　取締役および使用人は、監査役または監査役会が監査の実施のために弁護士、公認会計士
その他社外の専門家に対して助言を求める、または調査、鑑定その他の事務を委託するなど
所要の費用を請求するときは、当該請求にかかる費用が監査役の職務の執行に必要でないと
認められる場合を除き、これを拒むことができない。

　また、取締役社長との定期的な意見交換会を開催し、また内部監査室との連携を図り、適
切な意思の疎通および効果的な監査業務の遂行を図る。

－ 3 －



2026/05/27 16:06:39 / 25324758_日本ヒューム株式会社_招集通知

会社の体制および方針

(３) 反社会的勢力による被害を防止するための体制
　当社グループは、反社会的勢力に対し毅然とした態度で臨み、企業倫理規程を遵守して一切
の関係を遮断することを基本方針とし、全役職員への周知徹底を図る。また、業務の適正を確
保するために必要な法令遵守およびリスクマネジメント事項として、こうした勢力による被害
を防止するための体制を整備する。
①　社内体制の整備

・　社内外の情報収集に努め、外部機関との連携を密にするとともに、各種の暴力団追放運
動に積極的に参加する。

・　必要に応じて、反社会的勢力排除に関する社員教育や研修を実施する。
・　当社グループが反社会的勢力による不当要求を受けた場合の対応を統括する部署を総務

人事部とし、当該部署は平素からこうした勢力に関する情報を管理する。
②　不当要求への対応

・　反社会的勢力からの不当要求を受けた場合、担当者は当該事実を速やかに統括部署に報
告し、統括部署長は速やかに管理本部長に報告する。

・　反社会的勢力からの不当要求を受けた場合は、組織全体でこうした勢力との関係遮断へ
の取り組みを支援する。また、関係当局ならびに外部の専門機関に積極的に相談して対応
にあたる。

・　反社会的勢力の不当要求が、たとえ会社の不祥事を背景とする場合であっても、事実を
隠蔽するための裏取引や資金提供は、被害の更なる拡大を招くばかりでなく、当社グルー
プの社会的信用を著しく失墜させるものであるため、絶対に行わない。

(４) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループは、財務報告の信頼性を確保するために、関連諸法令および規程に基づいて、
財務報告に係る内部統制システムを整備し、その適切な運用に努める。
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(５) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制について、取締役会において決議された｢内部統
制システムの構築に関する取締役会決議｣に基づき、当社および子会社の内部統制システムを
整備運用しております。
　また、定期的にコンプライアンスに関する研修を開催して、法令遵守への意識付けを行って
おります。

２．株式会社の支配に関する基本方針
(１) 会社の支配に関する基本方針について

　当社は、1925年の創業以来、社会インフラに係る時代の課題に向き合い、ヒューム管、既
製コンクリート杭、ボックスカルバート、壁高欄、RCセグメント、あるいは合成鋼管やPCウ
エルなどの画期的なオリジナル製品群など、多種多様なプレキャストコンクリート製品の製造
販売や工事請負をもって歩んでまいりました。高度情報化社会に向けては光ファイバーケーブ
ル敷設ロボットの開発、近年の災害対策や社会インフラの老朽化対策においては下水道管路の
耐震化工法・管渠更生工法の開発、高付加価値貯留管の開発、昨今のカーボンニュートラルを
はじめとする持続可能な社会の実現においては太陽光発電事業や環境貢献材料の開発や洋上風
力タワー部材の研究、あるいは新たな社会“Society 5.0”に向けた各種業務・品質管理のデジ
タル化の推進など、創業以来培ってまいりましたプレキャストコンクリート製品技術、工法技
術、ロボティクス、情報化技術等をもって時代の求める社会的課題解決に取り組んでおりま
す。
　当社の企業価値の源泉は経営理念である「我が社は社会基盤の整備に参加し、豊かな人間環
境づくりに貢献します。」に基づいて、コンクリート製品の供給や工事を通して社会課題の解
決に取組んできたことであり、長年の歴史で培ってまいりました当社のパーパス、人財力、企
業風土、技術力、さらに、取引先、顧客、従業員等との強固な信頼関係こそが、中長期的な成
長発展に必要不可欠な強みであると考えております。
　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者とは、このような当社グループの
企業価値の源である取引先、顧客、従業員等との強固な信頼関係を今後も確保・向上させると
ともに、人材育成・技術開発等の将来を見据えた施策の潜在的効果、その他当社グループの企
業価値を構成する事項を深く理解し、長期的に企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上
させる者でなくてはならないと考えます。
　言うまでもなく、上場会社である当社の株式は、市場を通じて投資家の皆様による自由な取
引が認められている以上、当社株式に対する大規模な買付行為や買付提案がなされた場合にお
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いても、当該大規模な買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資する
ものであれば、直ちに否定するものではなく、これに応じるか否かは最終的に株主の皆様のご
判断に委ねられるべきものと考えております。
　しかしながら、近時、我が国の資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中に
は、その企図あるいは目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を
もたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるもの、対象会社の取締役
会や株主の皆様が買付の条件について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案す
るための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な
条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主
共同の利益に資さないものも少なくありません。
　当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある、不
適切な買付等を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当ではな
いと考えます。

(２) 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組み
①　中期経営計画「23-27計画Ｒ」について

　当社は2025年に会社創立100周年を迎えました。2023年度から「継承と新化」をミッシ
ョンに掲げ、今後予想される事業環境の変化に対応し、200年企業を目指す成長軌道を構築
するための改革「23-27計画Ｒ」を推進しています。

②　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は将来に向かって継続的な成長・発展を目指すために、上場企業としての社会的責任
を果たすことが重要と考え、経営の透明性を確保することおよびコーポレート・ガバナンス
が有効に機能するために、当社グループを取り巻く環境の変化に迅速に対応できる組織体制
と経営システムを構築し維持することを経営上の最も重要な課題として位置付けておりま
す。
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(注) 本プランは2026年6月26日の定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）の終結の時をもって有効期間が満了
　　いたします。当社は2026年4月24日開催の取締役会において本プランは本株主総会終結の時をもって有効期間満了に
　　より終了し、継続しないことを決議しております。

(３) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の
決定が支配されることを防止するための取り組み

　当社は、2008年３月21日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を
支配する者のあり方に関する基本方針（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）
に照らして不適切な者によって、当社の財務および事業の方針が支配されることを防止する取
り組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいま
す。）」を決定し導入しました。
　当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適
切な判断をするために必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルー
ルに従って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、大規模買付
時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルールを設定し、会社の支配に関する
基本方針に照らし不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収
防衛策として本プランを導入し、2011年６月開催の第128回定時株主総会で継続しました。
　継続後も社会・経済情勢の変化、買収防衛策を巡る諸々の動向および様々な議論の進展を踏
まえ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取り組みのひとつと
して、継続の是非を含め、そのあり方について引き続き検討してまいりました。
　当社取締役会は、2023年６月29日開催の当社第140回定時株主総会において、本プランを
一部変更したうえで、2026年６月開催予定の第143回定時株主総会終結時まで継続すること
を提案した結果、継続が承認されております。
　本プランの概要は以下のとおりです。
①　当社株式の大規模買付行為等

　本プランにおける当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を
20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グル
ープの議決権割合が20％以上になる買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買
付者といいます。

②　大規模買付ルールの概要
　大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提
供し、取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというもの
です。
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③　大規模買付行為がなされた場合の対応
　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付
行為に反対であったとしても、当該大規模買付提案についての反対意見の表明や、代替案を
提示することにより、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対す
る対抗措置はとりません。
　ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大
規模買付行為が会社に回復しがたい損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益を著しく損なうと取締役会が判断した場合には、対抗措置をとることがあります。

④　対抗措置の合理性および公正性を担保するための制度および手続
　対抗措置を講じるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを
適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客観性
および合理性を担保するため、３名以上の社外取締役、社外監査役または社外有識者から構
成される独立委員会を設置しております。
　対抗措置をとる場合、その判断の合理性および公正性を担保するために、取締役会は対抗
措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員
会は対抗措置の発動の是非について、勧告を行うものとします。取締役会は、独立委員会の
勧告を最大限尊重するものとし、勧告の内容は、概要を適宜情報開示することとします。

⑤　本プランの有効期間等
　本プランの有効期間は３年間（2026年６月に開催予定の定時株主総会終結時まで）と
し、以降も本プランの継続（一部修正したうえでの継続を含む）については、３年ごとに定
時株主総会の承認を得ることとします。
　ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止さ
れるものとします。
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(注) 本事業報告に記載しております金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

(４) 本プランの合理性について（上記の取り組みが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の
企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的とするものではな
いことについて）

　会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企業価値ひいては株主共同
の利益を向上させるための施策であり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであり
ます。
　また、本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利
益の確保・向上の目的をもって導入されていること、③株主意思を反映するものであること、
④独立性の高い社外者の判断を重視するものであること、⑤デッドハンド型の買収防衛策では
ないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に
合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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連結株主資本等変動計算書(2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,251,400 4,921,630 32,297,515 △3,495,568 38,974,978
当期変動額
剰余金の配当 △1,020,029 △1,020,029
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,382,675 3,382,675

自己株式の取得 △654,566 △654,566
自己株式の処分 4,103,516 1,718,573 5,822,090
持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減 268 268
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当期変動額合計 4,103,516 2,362,645 1,064,274 7,530,437
当期末残高 5,251,400 9,025,147 34,660,160 △2,431,293 46,505,415

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 3,038,074 153,361 439,592 3,631,028 477,056 43,083,062
当期変動額
剰余金の配当 △1,215 △1,021,244
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,382,675

自己株式の取得 △654,566
自己株式の処分 5,822,090
持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減 268
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2,108,091 37,843 △62,691 2,083,243 32,418 2,115,661

当期変動額合計 2,108,091 37,843 △62,691 2,083,243 31,203 9,644,884
当期末残高 5,146,165 191,205 376,901 5,714,272 508,259 52,727,947
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　　　　連結注記表
＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項＞

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数

12社
⑵　主要な連結子会社

　主要な連結子会社については、「事業報告」の「企業集団の現況に関する事項」の６．重要な親会社お
よび子会社の状況⑵重要な子会社の状況に記載のとおりであります。

⑶　非連結子会社
１社

(連結の範囲の重要な変更)
当連結会計年度において、当社はマナック株式会社の株式を取得し子会社化したことにより、同社を連

結の範囲に含めております。

（連結の範囲から除外した理由）
　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金等はいずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社

該当事項はありません。
⑵　持分法を適用した関連会社数

６社
会社等の名称

大和コンクリート工業株式会社
株式会社ＮＪＳ
株式会社エヌエクス
東京コンクリート工業株式会社
旭コンクリート工業株式会社
ニッポンヒュームコンクリートタイランドカンパニーリミテッド

⑶　持分法を適用しない非連結子会社および関連会社
　１社
（持分法を適用しない理由）
　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）に与える影響は軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しており
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ます。
⑷　持分法の適用の手続きについて特に記載する必要があると認められる事項

　持分法を適用している会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書
類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、以下の会社の決算日は12月31日であります。

株式会社鋼商
マナック株式会社
ニッポンヒュームインターナショナルリミテッド
ピー・ティー・ヒュームコンクリートインドネシア

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として総平均法により算定）

市場価格のない株式等
総平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準および評価方法
　　通常の販売目的で保有する棚卸資産
　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　　　a.商品及び製品
　　　　月別移動平均法
　　　b.原材料及び貯蔵品
　　　　月別移動平均法

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、一部の連結子会社は定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)および2016年４月１日以降に取得した建物附属設備ならびに構築物については定額
法を採用しております。
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なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　: 3 ～60年
機械装置及び運搬具: 2 ～17年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分）：５年（社内における利用可能期間）
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金

当社および国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準によ
り計上しております。

③　工事損失引当金
　受注工事にかかる将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その損失見込み額が合
理的に見積もることができる工事について、工事損失見込額を計上しております。

④　株主優待引当金
　当社は、株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、株主優待の利用実績に基づいて、翌連結会
計年度以降に発生すると見込まれる額を計上しております。

⑤　役員株式給付引当金
　当社は、役員株式給付規程に基づく取締役（社外取締役を除く）への当社株式等の給付に備えるた
め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金
国内連結子会社の一部は、役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給内規に基づく連結会

計年度末所要額を計上しております。
⑦　従業員株式給付引当金
　　当社は、従業員株式給付規程に基づく従業員への当社株式等の給付に備えるため、当連結会計年度末

における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑷　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
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より費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
⑸　収益および費用の計上基準

　当社グループの主な事業は基礎事業、下水道関連事業および太陽光発電・不動産事業であります。
　基礎事業および下水道関連事業においては、主に工事契約の締結、商品および製品の販売を行っており
ます。
　工事契約に係る収益は、顧客との工事請負契約にもとづいて顧客から請け負う工事を期限までに完了さ
せる履行義務を負っております。工事契約は工事期間にわたり履行義務を充足する取引であり、工事契約
に係る収益は、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。ただし、工期がごく短い工事
契約に係る収益については、完全に履行義務を充足する工事が完了した時点で収益を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積方法は、見積総原価に対する実際原価の割合（インプット法）
で算出しております。
　商品および製品の販売に係る収益は、顧客から注文された商品および製品の引渡時点において顧客が当
該商品および製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品および製
品の引渡時点で収益を認識しております。なお、商品および製品の販売のうち、当社グループが代理人に
該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品および製品と交換に受け取る額から当該
他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
　太陽光発電・不動産事業に係る収益のうち、不動産事業に関しましては顧客との賃貸借契約にもとづい
て、契約期間を履行義務の充足期間として、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり均等に収益
を認識しております。また、太陽光発電に関しましては顧客との売電契約に基づいて、当社グループが有
する発電設備から発生する電気を顧客へ供給する履行義務を負っております。当社が有する発電設備から
発生する電気を顧客へ供給した時点で、当該電力財に対する支配が顧客に移転したと判断し、当該電力の
発電量に応じて契約に定められた金額に基づき収益を認識しております。

⑹　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産および負債、ならびに収益および費用は、連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

５．表示方法の変更に関する事項
(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度まで「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含まれていた「電子記録債務」は、連結
財務諸表の明瞭性を高めるため、当連結会計年度から独立掲記しております。
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(連結損益計算書関係)
前連結会計年度において独立掲記していた「営業外費用」の「製品補修費用」は、金額的重要性が乏し
くなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しています。

＜重要な会計上の見積りに関する注記＞
（履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上）

(1)当連結会計年度計上額
完成工事高　16,921,851千円
うち、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり認識された収益　7,106,426千円

(2)その他見積りの内容に関する理解に資する情報
　工事契約に係る売上高は、工事期間にわたり履行義務を充足する取引より生じることから、履行義務の充
足の進捗度に応じて収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価
に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。

工事完了までの見積総原価については実行予算を基礎として算定しますが、工事の進捗等に伴い作業内容
および必要な工数に変更が生じる可能性があることから、その見積りおよび仮定を継続的に見直していま
す。基礎事業においては、主にコンクリートパイルの杭打工事、また、下水道関連事業においては、主にヒ
ューム管、マンホールなどの耐震化工事や更生工事を請け負っております。工事契約の着手前に、顧客から
の受注ごとに、地盤の種類や現場の状況、また、施工方法などに基づいて、原材料や人員、協力会社の選
定、完成までの期間等を検討の上、実行予算が策定されます。しかし、着手後に判明する地形的特質や地中
障害物など新たな事実の発生や現場の状況の変化、検査結果などにより、工事の完成のために必要となる作
業内容および工数等が変更される可能性があります。なお、当連結会計年度末において一定の期間にわたり
収益を認識する方法を採用している工事案件に係る手持工事（完成工事高未計上部分）は7,298,937千円と
なっております。

＜追加情報＞
（役員株式給付信託）
　当社は、2020年6月26日開催の第137回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役であるもの
を除きます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下、「本制度」といいま
す。）を導入しております。

(1) 制度の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を
「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従っ
て、当社株式および当社株式を時価で換算した相当額の金銭が本信託を通じて給付される仕組みです。
　当社は、取締役に対し当社の業績等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したと
きに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。取締役に対し給付する株式については、予め
信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 29,199,669千円

担保提供資産
土地（抵当権） 7,831千円
土地（根抵当権） 948,005千円
建物（根抵当権） 517,316千円
計 1,473,153千円

担保付債務
短期借入金 230,000千円
長期預り敷金保証金 30,000千円
計 260,000千円

(2) 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により純資産の部
に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末62,724千
円、159,200株であります。

（従業員株式給付信託）
　当社は、2023年2月10日開催の取締役会決議に基づき、当社の従業員に対するインセンティブプラン「株
式給付信託（J-ESOP）｣（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

(1) 制度の概要
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を
「本信託」といいます。）を通じて取得され、従業員に対して、当社が定める従業員株式給付規程に従っ
て、当社株式および当社株式を時価で換算した相当額の金銭が本信託を通じて給付される仕組みです。
　当社は、従業員等に対し当社の業績等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した
ときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。従業員等に対し給付する株式については、
予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2) 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除きます。）により純資産の部
に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末497,360
千円、1,464,980株であります。

＜連結貸借対照表に関する注記＞

２．担保に供している資産および担保付債務
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当座貸越極度額および特定融資枠の総額 6,050,000千円
借入実行残高 830,000千円
差引額 5,220,000千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 29,347,500株 29,347,500株 － 58,695,000株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 6,113,875株 6,479,512株 4,838,825株 7,754,562株

株式分割による増加 6,279,256株
自己株式の取得による増加 200,000株
単元未満株式の買取による増加 256株

３．当座貸越契約および特定融資枠契約
当社および連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行14行と当座貸越契約およ

び特定融資枠契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約および特定融資枠契約に係る借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

４．投資有価証券の貸株
当社は、投資有価証券のうち352,472千円については、貸株に提供しております。

＜連結損益計算書に関する注記＞
　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分して記載しておりません。
顧客との契約から生じる収益の金額は、連結注記表<収益認識に関する注記>の「１．顧客との契約から生
じる収益を分解した情報」に記載しております。

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞
１．発行済株式に関する事項

　当社は、2026年1月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行ったため、発行済株式の総数が

29,347,500株増加しております。

２．自己株式に関する事項

(変動事由)
増加の事由は、次のとおりであります。

－ 17 －



2026/05/27 16:06:39 / 25324758_日本ヒューム株式会社_招集通知

連結注記表

第三者割当による自己株式処分による減少 4,802,900株
役員株式給付信託（BBT）給付による減少 31,200株
従業員株式給付信託(J-ESOP)の給付による減少 3,971株
持分法適用会社に対する持分変動に伴う減少 754株

決 議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2025年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 472,699千円 19.00円 2025年３月31日 2025年６月30日

2025年11月11日
取 締 役 会 普通株式 547,330千円 22.00円 2025年９月30日 2025年12月10日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日
2 0 2 6 年 ６ 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 704,082千円 13.00円 2026年３月31日 2026年６月29日

減少の事由は、次のとおりであります。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

　2026年１月１日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」
につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。１株当たり配当額22.00円には記念配当3.00
円が含まれております。
⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2026年６月26日開催予定の定時株主総会決議に基づく１株当たり配当額13.00円には記念配当1.50円が
含まれております。

＜金融商品に関する注記＞
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、主にコンクリート製品の製造販売を行うための事業運転資金として必要な資金を調達

しております。
⑵　金融商品の内容およびそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。

投資有価証券である株式は、取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、市場変動リ
スクに晒されております。
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営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、流動性リスクに晒されております。
短期借入金および長期借入金については、主に運転資金に充てておりますが、金利の変動リスクおよび

流動性リスクに晒されております。
長期預り敷金保証金につきましては、不動産の貸付において賃貸料の支払いを保証する担保として預か

った金銭であり、契約終了時に返還義務があります。
⑶　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権について、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、回収遅
延債権については、定期的に各担当役員に報告され、個別に把握および対応を行う体制としておりま
す。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券は、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、取引先企業との関係を
勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署および関係会社からの報告等に基づき財務担当部門が毎月資金計画を作成す
るとともに、市場の金融情勢を考慮し、流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
投 資 有 価 証 券

関 連 会 社 株 式 12,414,585千円 19,255,464千円 6,840,878千円
そ の 他 有 価 証 券 10,381,852千円 10,381,852千円 －

資 産 計 22,796,437千円 29,637,316千円 6,840,878千円
長 期 借 入 金 （ 注 ２ ） 181,174千円 177,744千円 △3,429千円
長 期 預 り 敷 金 保 証 金 534,349千円 425,813千円 △108,536千円
負 債 計 715,523千円 603,557千円 △111,965千円

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 710,061千円

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

長期借入金 58,728千円 118,213千円 4,233千円 －
合計 58,728千円 118,213千円 4,233千円 －

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。

（注１）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「電子記録債権」、「支払手形及び買
掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」につきましては、現金であることおよび短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）「長期借入金」には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（注３）市場価格のない株式等は、上記「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結

貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象
となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプ
ットを用いて算定した時価

－ 20 －



2026/05/27 16:06:39 / 25324758_日本ヒューム株式会社_招集通知

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 10,381,852 － － 10,381,852

資産計 10,381,852 － － 10,381,852

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　関連会社株式 19,255,464 － － 19,255,464

資産計 19,255,464 － － 19,255,464
長期借入金 － 177,744 － 177,744
長期預り敷金保証金 － 425,813 － 425,813

負債計 － 603,557 － 603,557

　　　レベル３の時価

観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　　当連結会計年度（2026年３月31日）

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　当連結会計年度（2026年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。
　長期借入金および長期預り敷金保証金
　長期借入金および長期預り敷金保証金の時価は、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッ
シュ・フローを国債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、そ
の時価をレベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
3,025,372千円 131,300千円 3,156,673千円 9,799,799千円

(増加)
資本的支出 66,760千円
企業結合による取得 256,323千円

(減少)
減価償却費 173,179千円
売却 18,603千円

事業部門

その他 合計
基礎事業 下水道関連

事業
太陽光発
電・不動
産事業

計

一時点で移転される
財 12,583,816 9,147,893 － 21,731,710 － 21,731,710
一定の期間にわたり移転さ
れる財またはサービス 11,713,455 5,208,396 331,286 17,253,138 － 17,253,138

顧客との契約から生
じる収益 24,297,271 14,356,289 331,286 38,984,848 － 38,984,848

その他の収益 － － 1,151,659 1,151,659 103,450 1,255,109
外部顧客への売上高 24,297,271 14,356,289 1,482,945 40,136,507 103,450 40,239,958

＜賃貸等不動産に関する注記＞
当社と一部の子会社は、東京都およびその他の地域において、賃貸用のオフィスビル、土地、住宅を有してお

ります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する損益は457,790千円（賃貸収益は売上高に、主な賃
貸費用は売上原価に計上）であります。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および当連結会計年度における主な変動ならびに連結決算日における時
価および当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で
あります。

２．主な変動

３．時価の算定方法
　期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額又は固定資産税評価額
等に基づいて合理的に調整して算出しております。

＜収益認識に関する注記＞
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財またはサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。
（単位：千円）
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当事業年度
1年以内 4,306,578千円
1年超2年以内 5,942,489千円
合計 10,249,068千円

１株当たり純資産額 1,025円11銭
１株当たり当期純利益 72円42銭

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表<連結計算書類作成のための基本となる重要な事項>の「(5)収益および費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

３．　当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1)　契約資産および契約負債の残高等

①　受取手形、売掛金、電子記録債権、契約資産および契約負債の期末残高
受取手形　　　346,943千円
売掛金　　　　8,253,588千円
電子記録債権　3,227,508千円
契約資産　　　3,762,967千円
契約負債　　　731,237千円

②　当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
1,315,907千円

③　残存履行義務に配分した取引価格
　　当社グループでは残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に

予想される契約期間が1年以内の契約について注記の対象に含めておりません。

＜１株当たり情報に関する注記＞

当社は、2026年1月１日付で普通株式１株につき2株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 23 －



2026/05/27 16:06:39 / 25324758_日本ヒューム株式会社_招集通知

連結注記表

＜企業結合等に関する重要な事項＞
（企業結合等関係）
取得による企業結合
１．企業結合の概要
(1）被取得企業の名称及びその事業の内容
　　被取得企業の名称   マナック株式会社
　　事業の内容         コンクリートパイルの製造および販売 杭打工事一式

(2）企業結合を行った主な理由
　本件株式取得は、当社が中部地域における基礎事業（既製コンクリート杭事業）の競争優位を確立し、将来の
成長制約を解消するための戦略的投資です。
　当社グループは、101 年目を迎え、「信頼の 100 年から、成長の次世紀へ」をスローガンに掲げ、200 年企
業を見据えた持続的成長を実現するため、中期経営計画「23-27 計画 R」を推進しております。
　一方、建設業界を取り巻く環境は、慢性的な労働力不足や資材価格の高騰に加え、「物流の 2024 年問題」に
象徴される輸送コストの増大など、事業の前提条件そのものが大きく変化する局面に入っています。とりわけ、
重量物を扱う既製コンクリート杭事業においては、「生産キャパシティ」「拠点配置」「人材・技能の継承」が
競争力を左右する決定的要素となりつつあります。
　こうした環境下において、従来の自前主義による緩やかな拡張だけでは、次の成長段階に必要なスピードと確
実性を確保することは困難であるとの判断に至りました。この認識のもと、当社は、本件株式取得を、激変する
事業環境を踏まえ、成長戦略を次の段階へ引き上げるための不可逆的な一手と判断し、「挑戦の始動」を象徴す
る第一歩と位置づけております。
　マナック社は、1956 年の創業以来、中部地域においてコンクリートパイルの製造から施工までの一貫体制を
確立し、地域に根差した強固な顧客基盤と高いブランド力を有しております。両社の経営資源を今このタイミン
グで統合することは、単なる規模拡大ではなく、市場構造の変化を先取りし、基礎事業における競争の土俵を引
き上げる戦略的選択であると判断しました。
①中部地域における受注領域の拡張と競争ポジションの強化
　当社は全国規模では一定のシェアを有しているものの、中部地域における基礎事業のシェア拡大は重要な成長
課題でした。本件により、中部地域における強固な顧客基盤を即座に取り込むことで、全国レベルでの競争ポジ
ションをより安定したものとします。

　また、コンクリートパイル事業においては、「製造拠点と施工現場の距離」は利益率と供給競争力に直結します。
マナック社の拠点が加わることで、輸送効率の向上、リードタイムの圧縮を実現し、従来は対応が難しかった大
型案件（杭径φ1000mm）への対応力を強化します。これにより、従来は対応に制約のあった大型案件を含む
幅広い案件に対する受注力を高め、中部地域における市場シェアの持続的拡大を図ってまいります。
②経営資源の統合による収益力向上と中長期成長の加速
　当社は、熟練技術者の確保に加え、将来を見据えた設備更新・高度化への対応を、基礎事業における最優先課
題と位置づけています。マナック社が有する人材・設備・技術・ノウハウを当社の経営資源と一体化すること
で、将来の成長機会を確実に捉えるためのリードタイムを大幅に短縮します。
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　両社の営業・技術・製造・施工・管理を一体的に機能させることで、案件提案から製造・施工までを見据えた
受注体制を構築し、受注機会の拡大と収益力の強化を図ります。
　その過程で、業務プロセスの最適化や機能の再配置を進め、人材確保や設備更新といった事業運営上の制約に
左右されにくい、強固な収益基盤を構築します。

　当社は、本件株式取得という決断をもって、マナック社と一体となり、基礎事業の競争力を次の段階へ引き上
げてまいります。
　社会インフラを支える責任を果たすだけでなく、自ら変革を起こし続ける企業として、持続的な成長と価値創
造に挑戦してまいります。

(3）企業結合日
　2026年2月27日（株式取得日）
　2025年12月31日（みなし取得日）

(4）企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得

(5）結合後企業の名称
　変更ありません。

(6）取得した議決権比率
　99.7％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
　被取得企業のみなし取得日は2025年12月31日としており、当連結会計年度には貸借対照表のみを連結してい
るため、被取得企業の業績は含まれておりません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
　取得の対価　現金(未払金を含む)　3,191,513千円
　取得原価          3,191,513千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
　アドバイザリーに対する報酬・手数料等  49,130千円
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　(1）発生したのれんの金額
　　688,863千円
　なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定さ
れた金額であります。
　(2）発生原因
　　　主として今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。
　(3）償却方法及び償却期間
　　　効果の発現する期間において均等償却する予定であります。なお、償却期間については、現在算定中で
す。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 2,839,977千円
固定資産 2,052,933千円
資産合計 4,892,911千円

流動負債 1,560,763千円
固定負債   822,843千円
負債合計 2,383,607千円

７．取得原価の配分
　　当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産および負債の特定並びに時価の算定が未了
　であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理
　を行っております。

８．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす
　影響の概算額及びその算定方法
　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本
準 備 金

その他資本
剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

保険差益
圧 縮
積 立 金

別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当期首残高 5,251,400 1,312,850 3,660,451 4,973,302 1,411,059 1,807 10,500,000 9,997,643 21,910,509

当期変動額
固定資産圧縮積立金の
取崩 △17,080 17,080 －

保険差益圧縮積立金の
取崩 △439 439 －

別途積立金の積立 500,000 △500,000 －

剰余金の配当 △1,020,029 △1,020,029

当期純利益 2,973,135 2,973,135

自己株式の取得
自己株式の処分 4,099,419 4,099,419
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）
当期変動額合計 4,099,419 4,099,419 △17,080 △439 500,000 1,470,625 1,953,105

当期末残高 5,251,400 1,312,850 7,759,871 9,072,721 1,393,978 1,367 11,000,000 11,468,268 23,863,615

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △3,228,549 28,906,662 2,959,812 2,959,812 31,866,475
当期変動額
固定資産圧縮積立金の
取崩
保険差益圧縮積立金の
取崩
別途積立金の積立
剰余金の配当 △1,020,029 △1,020,029
当期純利益 2,973,135 2,973,135
自己株式の取得 △654,566 △654,566 △654,566
自己株式の処分 1,722,301 5,821,720 5,821,720
株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

2,013,738 2,013,738 2,013,738

当期変動額合計 1,067,734 7,120,258 2,013,738 2,013,738 9,133,997
当期末残高 △2,160,815 36,026,921 4,973,550 4,973,550 41,000,472
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個別注記表
＜重要な会計方針＞

１．資産の評価基準および評価方法
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式
総平均法による原価法

②　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）
市場価格のない株式等

総平均法による原価法
⑵　棚卸資産の評価基準および評価方法
　　通常の販売目的で保有する棚卸資産
　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　①　商品及び製品
　　　月別移動平均法
　②　原材料及び貯蔵品
　　　月別移動平均法
⑶　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物、構築物　　　　　　　: 3 ～60年
機械及び装置、車輌運搬具　: 2 ～17年

②　無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア（自社利用分）：５年（社内における利用可能期間）
⑷　外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

⑸　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

③　工事損失引当金
　受注工事にかかる将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、その損失見込み額が合
理的に見積もることができる工事について、工事損失見込額を計上しております。

④　株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、株主優待の利用実績に基づいて、翌事業年度以降に
発生すると見込まれる額を計上しております。

⑤　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。
退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。
数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑥　役員株式給付引当金
役員株式給付規程に基づく取締役（社外取締役を除く）への当社株式等の給付に備えるため、当事業

年度末における株式給付債務の見込み額に基づき計上しております。
なお、役員退職慰労金制度については、2008年４月23日開催の取締役会決議に基づき廃止しまし

た。これに伴い、2008年６月27日開催の定時株主総会において、同総会終結時に在任する役員に対
し、同総会終結時までの在任期間に応じた退職慰労金を退任時に打ち切り支給すること、その具体的金
額・方法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の協議に一任することを決議し
ました。このため、当該支給見込額については、引き続き役員退職慰労引当金として計上しておりま
す。

⑦　従業員株式給付引当金
従業員株式給付規程に基づく従業員への当社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における株式

給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑹　収益および費用の計上基準
　詳細は、連結注記表＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項＞の「４．(5)収益および費用
の計上基準」に記載のとおりであります。
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⑺　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理

計算書類において、未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱い
が連結計算書類と異なっております。貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異および未
認識過去勤務費用を加減した額を退職給付引当金に計上しております。

＜表示方法の変更＞
(損益計算書関係)
前事業年度において独立掲記していた「営業外費用」の「製品補修費用」は、金額的重要性が乏しくなったた
め、当事業年度より「その他」に含めて表示しています。

＜会計上の見積りに関する注記＞
（履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上）

(1)　当事業年度計上額
完成工事高　16,921,851千円
うち、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり認識された収益　7,106,426千円

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　詳細は、連結注記表＜重要な会計上の見積りに関する注記＞に記載のとおりであります。

＜追加情報＞
（役員株式給付信託）
　詳細は、連結注記表＜追加情報＞の（役員株式給付信託）に記載の通りであります。
（従業員株式給付信託）
　詳細は、連結注記表＜追加情報＞の（従業員株式給付信託）に記載の通りであります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 23,074,192千円
２．担保に供している資産および担保付債務

担保提供資産
土地（抵当権） 7,831千円
土地（根抵当権） 609,821千円
建物（根抵当権） 408,316千円
計 1,025,969千円

担保付債務
短期借入金 200,000千円
長期預り敷金保証金 30,000千円
計 230,000千円

㈱エヌエィチ・フタバ 5,000千円

当座貸越極度額および特定融資枠の総額 3,900,000千円
借入実行残高 500,000千円
差引額 3,400,000千円

短期金銭債権 142,994千円
短期金銭債務 454,973千円
長期金銭債務 1,312千円

＜貸借対照表に関する注記＞

３．債務保証等
㈱エヌエィチ・フタバの仕入債務（太平洋セメント㈱）に対し次のとおり債務の保証を行っております。

４．当座貸越契約および特定融資枠契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約および特定融資枠契約を締結し

ております。当事業年度末における当座貸越契約および特定融資枠契約に係る借入未実行残高は次のとおり
であります。

５．関係会社に対する金銭債権債務
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個別注記表

売上高 552,013千円
仕入高 3,982,070千円
営業取引以外の取引高 584,477千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普 通 株 式 5,315,322株 5,681,713株 4,838,071株 6,158,964株

株式分割による増加 5,481,457株
自己株式の取得による増加 200,000株
単元未満株式の買取による増加 256株

第三者割当による自己株式処分による減少 4,802,900株
役員株式給付信託（BBT）給付による減少 31,200株
従業員株式給付信託(J-ESOP)の給付による減少 3,971株

繰延税金資産
賞与引当金 63,165千円
未払事業税 53,586千円
退職給付引当金 873,700千円
役員株式給付引当金 14,855千円

６．関係会社株式の貸株
当社は、関係会社株式のうち23,051千円については貸株に提供しております。

＜損益計算書に関する注記＞
１．関係会社との取引高

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
自己株式に関する事項

当社は2026年１月1日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

(変動事由)
増加の事由は、次のとおりであります。

減少の事由は、次のとおりであります。

＜税効果会計に関する注記＞
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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個別注記表

従業員株式給付引当金 60,020千円
株主優待引当金 16,240千円
貸倒引当金 29,218千円
ゴルフ会員権評価損 18,862千円
減損損失 52,041千円
関係会社株式評価減 354,280千円
工事損失引当金 2,107千円
その他 19,914千円
繰延税金資産小計 1,557,992千円
評価性引当額 △527,987千円
繰延税金資産合計 1,030,005千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △641,620千円
保険差益圧縮積立金 △629千円
退職給付信託株式戻入差額 △44,417千円
その他有価証券評価差額金 △2,289,227千円
繰延税金負債合計 △2,975,896千円

繰延税金負債純額 △1,945,890千円

法定実効税率 30.62%
（調整）
交際費等の損金不算入額 1.27%
受取配当金等の益金不算入額 △3.43%
法人税額の特別控除額 △2.81%
住民税均等割額 0.67%
評価性引当額 0.68%
その他 △0.23%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.77%

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

＜収益認識に関する注記＞
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）
　詳細は、個別注記表＜重要な会計方針＞の「(6)収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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個別注記表

１株当たり純資産額 780円43銭
１株当たり当期純利益 61円55銭

＜１株当たり情報に関する注記＞

当社は、2026年1月１日付で普通株式１株につき2株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。

以　上

－ 34 －
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